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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成23年１月 平成24年１月 平成25年１月 平成26年１月 平成27年１月

売上高 (千円) 275,321 274,197 319,910 307,390 295,202

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) △26,054 △19,308 12,029 7,817 △4,405

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △24,183 △36,147 11,237 244 △48,834

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 94,000 94,000 94,000 94,000 94,000

発行済株式総数 (株) 11,275 11,275 11,275 11,275 11,275

純資産額 (千円) 1,773,455 1,737,308 1,748,545 1,748,789 1,699,955

総資産額 (千円) 3,718,160 3,676,673 3,663,570 3,621,491 3,568,075

１株当たり純資産額 (円) 157,290.90 154,084.92 155,081.57 155,103.20 150,772.01

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
― ― ― ― ―

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)

(円) △2,144.83 △3,205.98 996.64 21.63 △4,331.18

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.70 47.25 47.73 48.29 47.64

自己資本利益率 (％) △1.36 △2.08 0.64 0.01 △2.87

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 16,881 15,071 44,831 34,403 29,655

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,313 0 △2,216 △1,107 △146

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △20,146 △3,748 △32,631 △37,951 △11,131

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 3,356 14,679 24,663 20,008 38,386

従業員数
〔ほか、平均臨時
雇用者数〕

(人）
24 24 24 23 21

〔10〕 〔10〕 〔11〕 〔10〕 〔10〕
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(注) １　当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高に消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４　当社の株式は、証券取引所に非上場のため、株価収益率については記載しておりません。
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２ 【沿革】
 

昭和48年５月 三原市において齋藤大二他９名により会社を設立。

昭和49年12月 ㈱大林組によるゴルフ場開発の起工式。

昭和51年７月 安藤建設㈱によりクラブハウスの完成。

昭和51年９月 27ホールのうち、18ホール完成し仮オープン。

 クラブ組織を確定し、クラブ競技の実施。

平成３年10月 ９ホールの増設完成、27ホールオープン。
 

 

３ 【事業の内容】

(1) 会社の目的

(イ) ゴルフ場の建設及び経営

(ロ) 観光遊覧施設の開発と経営

(ハ) その他上記各号に関連する一切の業務

(注)　現在は(ロ)は行なっておりません。

 

(2) 事業の内容

27ホール(パー108)のゴルフコースを設置し、株主及び預託金会員制により運営しています。ゴルフプレーに関す

る事項については、京覧カントリークラブへ委嘱し、それぞれ下記の組織により、運営しております。
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４ 【関係会社の状況】

関係会社に該当する会社はありません。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成27年１月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

　21〔10〕 44.4 7.75 2,726,431
 

(注) １　従業員は就業人員であり、臨時従業員は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しています。

２　当社は、ゴルフ事業及びこれに付帯する業務を営む単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付け

た記載を行っていない。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

(2) 労働組合の状況

当社では労働組合は結成されておりません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度の景気は、緩やかな回復貴重が続いているといわれてますが、物価上昇等の懸念もあり、先行きにつ

きましては、楽観視できません。　

　中国地方のゴルフ業界は入場者数が3.9％減少で推移しました。

　当社は、入場者確保対策として、食堂メニューの改善、コース管理の更なる徹底、来場しやすい雰囲気作り等に

取り組んでまいりました。月間プレゼントなど種々のキャンペーンも実施しました。また、3期前導入した新システ

ム・メンバーズカード・ホームページ更新・ネット予約に、当期は更に磨きをかけましたが、残念ながら入場者数

は3.3％減少しました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の期末残高は、前事業年度末の20,008千円から

18,378千円（91.9％）増加し、38,386千円となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度の営業活動により獲得した資金は29,655千円（前年34,403千円）となりました。これは主に税引前

当期純利益と減価償却による内部留保とその他流動負債の増加によるものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度の投資活動により支出した資金は、146千円（前年1,107千円）となりました。これは主に車両運搬

具の取得によるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当事業年度の財務活動により支出した資金は、11,131千円（前年37,951千円）となりました。これは主に長期

借入金の返済、会員預り金の返還、長期未払金の支払によるものです。
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２ 【収容能力、来場者数、営業収入の状況】

(1) 収容能力

来場者により快適なプレーを楽しんでいただくために、27ホール営業で１日90組、300名を目安として運営してお

ります。

 

(2) 来場者数の実績内訳

 

第41期
自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日

第42期
自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日

年月 会員 ビジター 計
営業
日数

１日平均
入場者数

年月 会員 ビジター 計
営業
日数

１日平均
入場者数

25.2 755 1,698 2,453 28 87.6 26.2 676 1,526 2,202 22 100.1

3 940 2,661 3,601 31 116.2 3 937 2,564 3,501 31 112.9

4 1,001 2,595 3,596 29 124.0 4 970 2,355 3,325 29 114.7

5 995 2,860 3,855 31 124.4 5 936 2,434 3,370 31 108.7

6 860 2,856 3,716 29 128.1 6 881 2,118 2,999 30 100.0

7 827 2,252 3,079 31 99.3 7 841 1,996 2,837 30 94.6

8 659 1,310 1,969 31 63.5 8 734 1,766 2,500 29 86.2

9 935 2,355 3,290 29 113.4 9 849 2,713 3,562 30 118.7

10 869 2,438 3,307 31 106.7 10 890 2,331 3,221 30 107.4

11 886 3,166 4,052 30 135.1 11 937 3,476 4,413 30 147.1

12 948 3,183 4,131 31 133.3 12 864 2,891 3,755 30 125.2

26.1 983 2,655 3,638 30 121.3 27.1 890 2,760 3,650 29 125.9

合計 10,658 30,029 40,687 361 112.7 合計 10,405 28,930 39,335 351 112.1

比率 26.2％ 73.8％ 100.0％   比率 26.5％ 73.5％ 100.0％   
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(3) 営業収入の実績

 

区分

第41期
自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日

第42期
自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日

収入(千円) 構成比(％) 収入(千円) 構成比(％)

ラウンドフィー 216,587 70.5 207,245 70.2

売店等売上 4,795 1.5 4,014 1.4

食堂売上 59,136 19.2 58,995 20.0

会員年会費収入 25,097 8.2 23,522 8.0

その他の収入 1,775 0.6 1,426 0.4

合計 307,390 100 295,202 100
 

 

３ 【対処すべき課題】

(1) 現状の認識について

日本全体の景気は、緩やかな回復基調が続いているといわれていますが、物価上昇等の懸念もあり、今後も楽観

視できません。中国地方のゴルフ業界は入場者数が3.9％で推移しました。

 

(2) 当面の対処すべき課題の内容

当ゴルフ場独自の魅力ある行事を開催する等により付加価値を高め、入場者を確保する事が最大の課題です。

 

(3) 対処方針

「誰でも気軽にプレーが出来、皆様にお喜び頂けるゴルフ場」を目標に掲げ、社員一丸となって努力いたしま

す。

 

(4) 具体的な取組状況等

コース管理及び食堂の直営化により一貫したゴルフ場の運営が可能になっており、来年度もその特性を充分に活

かした諸施策により入場者確保をはかります。具体的には、食堂部門においてメニューをより充実させ、コース管

理部門の更なる徹底を図り、お客様に楽しく気持のよいプレーができるよう努力してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

 

 

当社の経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中に

おける将来に関する事項は、当事業年度末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 経営環境について

当社の事業であるゴルフ場経営は、景気や個人消費の動向、天候等による影響を受けやすく売上高も不安定にな

りがちであり、また、競合等による低価格化が進んだ場合には客単価の落ち込みなどにより、営業成績に悪影響を

及ぼす可能性があります。

 

(2) 借地契約について

事業運営上、コースの一部が借地となっており、借地契約の更新時に問題となる可能性がありますが、借地は限

られた面積であり、事業の継続に重要な影響を及ぼすことにはならないと認識しています。

 

(3) 有利子負債の依存について

当社では、コース造成資金、改修修繕費用、預託金返還資金の一部を金融機関からの借入金及び役員借入金によ

り調達しているため有利子負債の依存度が高い水準にあります。そのため金利が上昇した場合、金利負担が増加し

業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 当事業年度末における主力銀行からの有利子負債残高が1,240,246千円と営業活動によるキャッシュ・フローに

対して依然として多額となっており、継続的に会員募集を行うと共に、営業活動の強化並びに経営の一層の効率化

を図り営業利益の改善に努めていく方針であります。

　　　また、引き続き主力銀行による支援の意思も確認しております。

(4) 減損会計について

企業会計審議会によって、資産評価の適正化及び会計基準の国際的調和を図る観点から、固定資産の減損に係る

会計基準が公表されています。当社につきましては、現状では減損を認識しておりませんが、将来において当社の

固定資産に対して減損処理が必要であると判断されるに至った場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。

 

(5) 継続企業の前提に関する重要事象について

預託会員からの預託金も株主会員と同様に安定的な資金調達方法と考えていましたが、長く続いた経済低迷によ

るゴルフ人口の減少や会員の高齢化に伴い、預託金の返還請求が相次ぐようになりました。預託金はすでに返還請

求据置期間を経過しているため、請求があれば返還に応じる必要がありますが、金融機関からの借入金も高水準で

あることから、すべての請求について一括償還に応じるのは困難な状況になってきました。加えて、当期上期は2月

の大雪や消費税増税などの影響により入場者が減少したため、資金計画を再構築する必要から、借入金の返済およ

び分割償還中の預託金の支払等の一部停止等を行いました。係る状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。

　こうした状況に対し、主力金融機関に返済条件の変更を求めるとともに、請求のあった預託会員に対しては退会

の慰留や分割返済の交渉を行い、また譲渡が容易になるように小口分割化を進めるなどにより、償還支出の平準化

に努めてきました。さらに当期は、有力コンサルティング会社の指導を受けた事業再生プログラムに基づくアク

ションプランを実行し、下期は入場者数の増加等を実現して通年での営業利益を回復することができました。今後

もアクションプランを継続し、入場者数の増加、客単価の増加、運営経費の削減と適正化を図って収益力を改善し

ていくとともに、主力金融機関と引き続き借入金の返済条件の軽減について協議を続けていく方針です。しかし、

この対応策は実施途上であり、ゴルフ業界を取り巻く環境や近隣コースとの競争環境には依然として厳しいものが

あり、また関係当事者との最終合意が得られていないものもあるため、プログラムが計画通りに進められない可能

性があり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在していると認識しています。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 土地の賃貸借契約の内容は下記の通りであります。

 

住所 貸主 物件 地積 賃借料 備考

三原市 沖中静夫　他５名 山林　原野 4,502㎡
3.3㎡当り
年140円

借料は３年毎に更新

三原市 大番敏也　他11名 山林 10,356㎡
3.3㎡当り
年140円

借料は３年毎に更新

三原市沼田町1026番地 宗教法人　光正寺 山林 4,472㎡
3.3㎡当り
年140円

借料は３年毎に更新
 

契約期間　　　　昭和49年８月10日より20年間毎に更新。平成２６年８月最終更新。

賃借料の支払　　１年分を先払いする。

 

６ 【研究開発活動】

特別には行なっていません。

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されていますが、こ

の財務諸表の作成にあたっては、経営者により、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があり、資

産負債や収益・費用に数値に反映されています。これらの見積りについては、継続して評価し、必要に応じて見直

しを行っていますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は、これらと異なることがあります。

 

(2) 財政状態の分析

資産合計は、前事業年度に比較し、53,416千円減少し3,568,075千円となりました。これは、主として有形固定資

産の減価償却27,733千円、長期繰延税金資産39,077千円の減少によるもので

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当事業年度の設備投資額は135千円でした。その結果、有形固定資産の残高は3,493,647千円（前事業年度は

3,521,245千円）となり27,598千円減少しました。負債合計は、前事業年度に比較し、4,582千円減少し、1,868,120

千円となりました。これは主として長期借入金56,367千円、長期未払金12,674千円の減少によるものです。

 
(3) 経営状態の分析

当事業年度における売上高は295,202千円（対前年比4.0％減）、売上原価182,481千円（対前年比5.1％減）、販

売費及び一般管理費は95,631千円（対前年比13.0％増）、営業利益は17,090千円（前年は30,526千円）、当期純利

益は△48,834千円（前年は244千円）となりました。

　売上高の減少は、入場者数の減少（1,352人減少）によるものです。

 

(4) キャッシュ・フローの状況

「第1部　企業情報　第2　事業の状況　1業績等の概要　（2）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであ

ります。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社は株主会員を中心とした会員制度からスタートし、その後預託会員からの預託金（会員預り金）や金融機関

からの借入金でホールの増設やコースの整備を行ってきました。預託会員からの預託金も株主会員と同様に安定的

な資金調達方法と考えていましたが、長く続いた経済低迷によるゴルフ人口の減少や会員の高齢化に伴い、預託金

の返還請求が相次ぐようになりました。預託金はすでに返還請求据置期間を経過しているため、請求があれば返還

に応じる必要がありますが、金融機関からの借入金も高水準であることから、すべての請求について一括返還に応

じるのは困難な状況になってきました。加えて、当期上期は2月の大雪や消費税増税などの影響により入場者が減少

したため、資金計画を再構築する必要から、借入金の返済および分割償還中の預託金の支払等の一部停止等を行い

ました。係る状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。こうした状

況に対し、主力金融機関に返済条件の変更を求めるとともに、請求のあった預託会員に対しては退会の慰留や分割

返済の交渉を行い、また譲渡が容易になるように小口分割化を進めるなどにより償還支出の平準化に努めてきまし
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た。さらに当期は、有力コンサルティング会社の指導を受けた事業再生プログラムに基づくアクションプランを実

行し、下期は入場数の増加等を実現して通年での営業利益を回復することができました。今後もアクションプラン

を継続し、入場者数の増加、客単価の増加、運営経費の削減と適正化を図って収益力を改善していくとともに、主

力金融機関と引き続き借入金の返済条件の軽減について協議を続けていく方針です。しかし、これの対応策は実施

途上であり、ゴルフ業界を取り巻く環境や近隣コースとの競争環境には依然として厳しいものがあり、また関係当

事者との最終合意が得られていないものもあるため、プログラムが計画通りに進められない可能性があり、現時点

では継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在していると認識しています。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における設備投資の総額は135千円（消費税等抜き）でありこれらは主に車両運搬具の取得135千円によ

るものです。

なお、重要な設備の売却、撤去等はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】
平成27年１月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)

従業員数
(人)

(外、平均臨時
雇用者数）

建物
及び構築物

土地
(面積㎡)

コース その他 合計

21(10)
本社
(広島県三原市)

ゴルフ場 329,816
856,119

(1,483,698,47)
2,273,515 34,197 3,493,647

 

(注) １　土地の面積のうち　　　　31,678.00㎡は借地です。

２　帳簿価額の「その他」は機械装置、車両運搬具、工具器具備品、立木です。なお、金額には消費税等を含め

ていません。

３　上記のほかリース契約による主な賃借設備は次のとおりです。
 

名称 数量 リース期間(ヶ月) 年間リース料(千円)

１　プレー関係リース    

　　５人用ゴルフカート  55台 ―  

　　５人用ゴルフカート  5台 48 88

２　コース関係リース    

　　ゴルフ場用タンク車他  5台 60  

　　バンカーならし機  2台 ―  

　　グリーンモアスイーパー  2台 72  

　　ＷＦスイーパー  1台 ― 1,018

３　事務関係リース    

　　コピー機  1台 60  

　　電話機  1式 84  

　　ゴルフシステム  1式 60 1,125

４　食堂関係リース    

　　食器洗浄機ガスブースター  1台 ―  

　　冷凍機ユニット  1台 72  

　　縦型冷凍冷蔵庫 　1台 72 487
 

(注)　上記のリース資産には再リースにより使用しているものを含みます。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000

計 20,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年１月31日現在)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年４月28日現在)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,275 11,275 該当事項なし (注)

計 11,275 11,275 ― ―
 

(注)　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。

当社は単元株制度を採用していないので、単元株式はありません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減額

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月30日　注 ― 11,275 △1,340,000 94,000 ― 644,108
 

(注)　無償減資により1,340百万円減少したもので1,075,871千円をその他資本剰余金に積立て、264,129千円を欠損金

の填補に充てております。

 

(6)【所有者別状況】

 

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況

（株）
政府および
地方公共団

体
金融機関

金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等  
計

個人以外 個人
個人

その他

株主数
― 2  98   1,859 1,959 ―

（人）

所有株式数
― 32  1,165   10,078 11,275 ―

（株）

割合（％） ― 0  10   90 100 ―
 

 

 

(7)【大株主の状況】

平成27年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済総数に
対する所有株式
数の割合(％)

耕三寺　弘　三 広島県尾道市 115 1.02

山陽建設 株式会社 広島県三原市宮沖1丁目13-7 110 0.98

株式会社 富士鉄工所 広島県三原市中之町1丁目21-3 85 0.75

村　上　　　威 広島県尾道市 75 0.67

株式会社 ミノリフーズ 広島県三原市皆実1丁目24-22 65 0.58

小　林　　　宏 広島県三原市 65 0.58

幸陽船渠 株式会社 広島県三原市幸崎町544-13 60 0.53

徳　永　　　弥　生 広島県三原市 56 0.50

三豊建設 株式会社 広島県三原市皆実1丁目7-30 45 0.40

村　上　　　公　俊 広島県尾道市 25 0.22

計  701 6.23
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式         

11,275
11,275

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 11,275 ― ―

総株主の議決権 ― 11,275 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成27年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

該当事項はありません。

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社は定款上株主総会の決議により剰余金の配当を行うことができる旨定めておりますが、メンバーシップ制によ

りゴルフ場を運営しているため、内部留保資金は先ず設備を充実するための資金等に充てることを基本方針としてお

り、原則として剰余金の配当は行わない方針です。

 

４ 【株価の推移】

当社株式は非上場のため、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】
 

役名 役職
氏名

(生年月日)
略歴 任期

所有株式数
(株)

代表取締役  
村　上　公　俊

(昭和30年10月29日生)

平成11年3月 ㈲ナイスウエア代表取締役に就任(現)

(注)2 25

平成16年4月

平成20年4月

平成26年5月

 

当社取締役に就任

当社常務取締役に就任

当社代表取締役に就任（現）

常務取締役  
松　原　　　進

(昭和19年5月8日生)

平成元年1月 旭鉄工㈱代表取締役に就任(現)
(注)2 10

平成20年4月 当社常務取締役に就任(現)

取締役  
村　井　弘　明

(昭和22年3月26日生)

平成9年2月 ㈱因島汽船代表取締役に就任(現)
(注)2 5

平成4年4月 当社取締役に就任(現)

取締役  
広　兼　義　和

(昭和28年2月28日生)

平成元年4月 ㈲コーワエンジニアリング代表取締役に就任

(現） (注)2 5

平成22年4月 当社取締役に就任(現)

監査役  
河　本　強　志

(昭和25年3月1日生)

昭和54年8月 ㈲カワモト商店　代表取締役に就任（現）
(注)3 5

平成22年4月 当社監査役に就任(現)

計  5名  50
 

(注) １　村井弘明、広兼義和は、社外取締役であります。

２　平成26年４月24日開催の定時株主総会から平成28年１月期に係る定時株主総会終結の時までの２年間であり

ます。

３　平成26年４月24日開催の定時株主総会から平成30年１月期に係る定時株主総会終結の時までの４年間であり

ます。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

第１企業の概況３．事業の内容に記載したとおり、ゴルフプレーに関する事項については、クラブ理事及び委員

がその職に当り、実際の運営及び経営上の収支は当社へ帰属することになっております。クラブと会社の関係は、

クラブがクラブ運営に関する企画、計画の立案を行い、会社が意思決定し執行にあたります。ゴルフ場経営を執行

する会社の基本的な考え方は、会員の意向を尊重した運営と経営を行っております。

 

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方)

当社は、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる意思決定、着実な業績の向上を意図した経営体制の確立

と、経営の健全性、透明性を高めることを重要な経営課題と考えております。

 

① 会社の機関の内容

当社の役員は、取締役4名、監査役１名であり、このうち2名は社外取締役であります。経営に関する基本方針

や重要な業務執行の決定については取締役会を開催し、重要事項については論議を重ね、健全かつ効率的な経営

体制の構築に努めております。

なお、クラブ運営に関しては京覧カントリークラブ及びその理事会を組織し、ゴルフ場運営の健全性、公平性

の確保に努めております。

 

② 内部統制システムの整備の状況

当社は、会社法規定の各機関及びクラブ運営を行っている京覧カントリークラブの理事会がそれぞれの機能を

発揮することにより内部統制の充実を図っております。

また、会計取引の認識・測定・記録及び報告の正確性、資産・負債の保全・管理等業務の執行状況について

は、総支配人が業務全般にわたって管理監督を行っており、取締役会及び京覧カントリークラブの理事会でその

結果について報告して内部統制が適正に機能する体制にしております。

 

③ 内部監査及び監査役監査の状況

当社は特に内部監査組織を設けていませんが、監査役が、取締役会への出席ならびに業務及び財産の状況の調

査等を通じて、取締役の職務執行の状況を監査する他、中間決算、年度決算等について当社の会計監査人との間

で情報交換を行っております。

 

④ 社外取締役との関係

当社と社外取締役との間には、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありません。
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⑤ 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行したのは公認会計士浅田勝彦であり、当社の監査業務に係る補助者はその他１名で

す。浅田勝彦氏は、当事業年度における監査意見表明にあたり、他の公認会計士への意見審査を依頼しておりま

す。

 

⑥ リスク管理体制の整備の状況

当社は、業務に関わる全てのリスクについて、適切に管理する体制の整備に取り組んでおります。リスクの共

通認識を図るためリスクの現状分析を実施し、課題を明確にし、今後の対応について検討を行っております。

 

⑦ 役員報酬の内容

取締役に対する報酬は年間5,160千円(うち社外取締役0千円)を支払っております。

監査役は無報酬です。

 

⑧ 取締役の定数及び選任・解任の決議要件

当社は定款上、取締役は３名以上15名以内と定めています。当会社の取締役の選任及び解任は、株主総会にお

いて、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数

の決議によって選任する旨並びに取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款に定めておりま

す。

 

⑨ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

1,700 ― 1,700 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

前事業年度

　　該当事項はありません。

　当事業年度

　　該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

　　該当事項はありません。

　当事業年度

　　該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する報酬は、監査所要日数・業務の内容等を勘案し、監査役の同意のもと適切に

決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）」に基づいて作成しております。

　なお、当事業年度（平成26年2月1日から平成27年1月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、「財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年9月21日内閣府令第61号）附

則第2条第2項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度(平成26年２月１日から平成27年１月31日ま

で)の財務諸表について、公認会計士　浅田勝彦により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表について

当社は関連会社を有していないため、連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年１月31日)
当事業年度

(平成27年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 20,008 38,386

  売掛金 4,572 5,974

  未収入金 5,845 6,467

  商品 32 29

  原材料及び貯蔵品 1,682 1,586

  前払費用 1,998 1,394

  繰延税金資産 6,833 2,458

  その他 232 138

  貸倒引当金 △2,010 △2,210

  流動資産合計 39,192 54,222

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 659,844 659,844

    減価償却累計額 △550,224 △557,098

    建物（純額） ※1  109,620 ※1  102,746

   構築物 2,058,519 2,058,519

    減価償却累計額 △1,813,955 △1,831,449

    構築物（純額） 244,564 227,070

   機械及び装置 57,850 57,850

    減価償却累計額 △55,774 △56,303

    機械及び装置（純額） 2,076 1,547

   車両運搬具 15,759 15,894

    減価償却累計額 △15,733 △15,847

    車両運搬具（純額） 26 47

   工具、器具及び備品 63,838 63,838

    減価償却累計額 △62,986 △63,065

    工具、器具及び備品（純額） 852 773

   土地 ※1  856,119 ※1  856,119

   コース勘定 2,273,515 2,273,515

   立木 25,250 25,250

   リース資産 14,640 14,640

    減価償却累計額 △5,417 △8,060

    リース資産（純額） 9,223 6,580

   有形固定資産合計 3,521,245 3,493,647

  無形固定資産   

   電話加入権 436 436

   無形固定資産合計 436 436

  投資その他の資産   

   長期前払費用 1,783 -

   繰延税金資産 58,575 19,498

   その他 260 272

   投資その他の資産合計 60,618 19,770

  固定資産合計 3,582,299 3,513,853

 資産合計 3,621,491 3,568,075
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年１月31日)
当事業年度

(平成27年１月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 346 364

  1年内返済予定の長期借入金 7,644 5,580

  未払金 20,828 84,171

  未払費用 3,374 4,058

  未払法人税等 977 977

  未払消費税等 2,705 5,125

  預り金 2,286 1,691

  その他 57 -

  流動負債合計 38,217 101,966

 固定負債   

  長期借入金 ※1  1,303,528 ※1  1,247,161

  株主、役員又は従業員からの長期借入金 10,000 10,000

  会員預り金 459,550 459,550

  退職給付引当金 8,072 8,782

  その他 53,335 40,661

  固定負債合計 1,834,485 1,766,154

 負債合計 1,872,702 1,868,120

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 94,000 94,000

  資本剰余金   

   資本準備金 644,108 644,108

   その他資本剰余金 1,075,871 1,075,871

   資本剰余金合計 1,719,979 1,719,979

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △65,190 △114,024

   利益剰余金合計 △65,190 △114,024

  株主資本合計 1,748,789 1,699,955

 純資産合計 1,748,789 1,699,955

負債純資産合計 3,621,491 3,568,075
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②【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年２月１日
　至 平成26年１月31日)

当事業年度
(自 平成26年２月１日
　至 平成27年１月31日)

売上高   

 ラウンドフィー 216,587 207,245

 食堂売上 59,136 58,995

 売店等売上 4,795 4,014

 手数料収入 1,775 1,426

 年会費等収入 25,097 23,522

 売上高合計 307,390 295,202

売上原価   

 コース維持費 105,821 101,711

 プレー費 31,252 28,585

 食堂原価 51,623 49,178

 商品売上原価 3,572 3,007

 売上原価合計 192,268 182,481

売上総利益 115,122 112,721

販売費及び一般管理費 ※2  84,596 ※2  95,631

営業利益 30,526 17,090

営業外収益   

 受取利息 8 5

 受取配当金 3 3

 雑収入 4,344 3,080

 営業外収益合計 4,355 3,088

営業外費用   

 支払利息 22,447 21,284

 支払保証料 4,584 3,299

 雑損失 33 -

 営業外費用合計 27,064 24,583

経常利益又は経常損失（△） 7,817 △4,405

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 7,817 △4,405

法人税、住民税及び事業税 977 977

法人税等調整額 6,596 43,452

法人税等合計 7,573 44,429

当期純利益又は当期純損失（△） 244 △48,834
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【売上原価明細書】

 

費目

前事業年度
自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日

コース維持費
プレー原価及び商品

その他原価
食堂原価 合計

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

労務費 37,913 35.8 17,066 49.0 19,581 37.9 74,560 38.8

経費 67,908 64.2 14,186 40.7 7,347 14.3 89,441 46.5

食材原価     24,695 47.8 24,695 12.8

商品売上原価   3,572 10.3   3,572 1.9

売上原価合計 105,821 100.0 34,824 100.0 51,623 100.0 192,268 100.0
 

 

費目

当事業年度
自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日

コース維持費
プレー原価及び商品

その他原価
食堂原価 合計

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

金額
(千円)

構成比
(％)

労務費 40,467 39.8 16,621 52.6 17,762 36.1 74,850 41.0

経費 61,244 60.2 11,964 37.9 8,362 17.0 81,570 44.7

食材原価     23,054 46.9 23,054 12.6

商品売上原価   3,007 9.5   3,007 1.6

売上原価合計 101,711 100.0 31,592 100.0 49,178 100.0 182,481 100.0
 

(注)　経費のうち主要なものは次のとおりです。
 

期別
前事業年度

自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日

当事業年度
自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日

費目
コース維持費

(千円)
プレー原価
(千円)

食堂原価
(千円)

コース維持費
(千円)

プレー原価
(千円)

食堂原価
(千円)

外注費 0  391   781

修理費 5,037 0 82 2,165  555

肥料薬剤費 13,571   12,874   

租税公課 14,923   14,741   

支払リース料 2,421 930 508 1,018 88 487

減価償却費 21,793 1,135 702 20,263 1,082 682

水道光熱費 478 1,996 3,945 435 2,009 4,180

消耗品費 4,932 1,293 706 4,248 902 641

賞品代  5,719   4,443  
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年２月１日　至 平成26年１月31日)

(単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他

資本剰余金
繰越利益剰余金利益剰余金合計

当期首残高 94,000 644,108 1,075,871 △65,434 △65,434 1,748,545 1,748,545

当期変動額        

当期純利益    244 244 244 244

当期変動額合計 0   244 244 244 244

当期末残高 94,000 644,108 1,075,871 △65,190 △65,190 1,748,789 1,748,789
 

　

 当事業年度(自 平成26年２月１日　至 平成27年１月31日)

(単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他

資本剰余金
繰越利益剰余金利益剰余金合計

当期首残高 94,000 644,108 1,075,871 △65,190 △65,190 1,748,789 1,748,789

当期変動額        

当期純損失（△）    △48,834 △48,834 △48,834 △48,834

当期変動額合計 0   △48,834 △48,834 △48,834 △48,834

当期末残高 94,000 644,108 1,075,871 △114,024 △114,024 1,699,955 1,699,955
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④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 平成25年２月１日
　至 平成26年１月31日)

当事業年度
(自 平成26年２月１日
　至 平成27年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 7,817 △4,405

 減価償却費 30,216 27,733

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 60 200

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,919 710

 受取利息 10 △8

 支払利息 27,031 24,583

 売上債権の増減額（△は増加） 901 △2,024

 たな卸資産の増減額（△は増加） 309 99

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △429 697

 仕入債務の増減額（△は減少） △219 18

 未払消費税等の増減額（△は減少） △497 2,420

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △2,268 3,371

 小計 61,012 53,394

 利息の受取額 △10 8

 利息の支払額 △25,622 △22,770

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △977 △977

 営業活動によるキャッシュ・フロー 34,403 29,655

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △1,107 △135

 その他の支出 - △11

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,107 △146

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 51,500 -

 長期借入金の返済による支出 △66,176 △2,156

 会員預り金の返還による支出 △14,400 △6,100

 長期未払金の返済による支出 △8,875 △2,875

 財務活動によるキャッシュ・フロー △37,951 △11,131

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,655 18,378

現金及び現金同等物の期首残高 24,663 20,008

現金及び現金同等物の期末残高 ※3  20,008 ※3  38,386
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社の金融機関からの借入金残高は1,252,741千円と高水準にあり、また会員預り金は返還請求措置期間を経過し

ている為請求があれば償還に応じる必要がありますが、残高は459,550千円あり、返還請求のすべてについて一括し

て償還することは困難な状況にあります。このような中、昨年2月の大雪や消費税増税などの影響により上半期の入

場者が減少したため、資金計画を再構築する必要から、借入金の返済および分割償還中の預託金の支払等の一部停

止等を行いました。係る状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。こうした状況に対

応するため、有力コンサルティング会社の指導を受けた事業再生プログラムに基づくアクションプランを実行した

結果、当期下期は入場者数の増加等を実現し通年での営業利益を回復することができました。今後もアクションプ

ランを継続し、入場者数の増加、客単価の増加、運営経費の削減と適正化を図って収益力を改善していくととも

に、主力金融機関と引き続き借入金の返済条件の軽減について協議を続けていく方針です。しかし、この対応策は

実施途上であり、ゴルフ業界を取り巻く環境や近隣コースとの競争環境には以前として厳しいものがあり、また関

係当事者との最終合意が得られていないものもあるため、プログラムが計画通りに進められない可能性があり、現

時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在していると認識しています。なお、財務諸表は継続企業を

前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性は財務諸表には反映しておりません。

 

(重要な会計方針)

１　棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 原材料

総平均法による原価法

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

但し、平成10年４月１日以降取得した建物については定額法を採用しております。

(2) リース資産

平成21年２月１日以降開始の所有権移転外ファイナンスリース取引ついて、リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっております。

リース契約開始が平成21年１月31日以前の所有権移転外ファイナンスリース取引については従来通り、通常の賃

貸借取引に準じた会計処理によっています。

(3) 無形固定資産

定額法を採用しております。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えて、個別の回収可能性を加味して回収不能見込額を計上しています。

(2) 退職給付引当金

退職給付引当金は従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ています。退職給付引当金及び退職給付費用の計算は、退職給付に係る期末自己都合要支給額に係数(昇給率係数及

び割引係系数)を乗ずる方法を適用しています。

４　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取引日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

５　その他財務諸表作成のため基本となる重要な事項

消費税等の処理方法

税抜き方式で処理しております。
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(貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりです。

 
前事業年度

平成26年１月31日
当事業年度

平成27年１月31日

建物 54,688千円 52,191千円

土地 856,119千円 856,119千円

合計 910,807千円 908,310千円
 

 

担保付債務は次のとおりです。

 
前事業年度

平成26年１月31日
当事業年度

平成27年１月31日

長期借入金 1,297,697千円 1,240,246千円

合計 1,297,697千円 1,240,246千円
 

 

(損益計算書関係)

※２　販売費及び一般管理費

(前事業年度)

販売費に属する費用のおおよその割合は32.1％で一般管理費に属する費用のおおよその割合は67.9％です。

 

(当事業年度)

販売費に属する費用のおおよその割合は28.8％で一般管理費に属する費用のおおよその割合は71.2％です。

 

主要な費用及び金額は次のとおりです。

 
前事業年度

自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日

当事業年度
自 平成26年２月１日
至 平成27年１月31日

給与手当 22,116千円 19,040千円

減価償却費 6,586 5,707 

水道光熱費 8,067 8,042 

支払手数料 8,079 19,308 
 

 

EDINET提出書類

三原京覧開発　株式会社(E04676)

有価証券報告書

29/48



 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度　(自　平成25年２月１日　至　平成26年１月31日)

発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度
株式数(株)

普通株式 11,275 ― ― 11,275

合計 11,275 ― ― 11,275
 

 

当事業年度　(自　平成26年２月１日　至　平成27年１月31日)

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度
株式数(株)

普通株式 11,275 ― ― 11,275

合計 11,275 ― ― 11,275
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※３　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

 
前事業年度

自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日

当事業年度　
自 平成26年２月１日
至 平成27年１月31日

現金及び預金勘定 20,008千円 38,386千円

現金及び現金同等物 20,008 38,386
 

 

(リース取引関係)

　リース取引開始日が平成21年1月31日以前の所有権移転外のファイナンス・リース取引

 

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 (単位：千円)

 

前事業年度
平成26年１月31日

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

車両運搬器具 10,938 10,938 ―

工具器具備品 1,267 1,267 ―

合計 12,205 12,205 ―
 

(注)　取得価額相当額は未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。
 

当事業年度　（平成27年1月31日）

　　　該当ありません。

 
２　未経過リース料期末残高相当額

　　該当ありません。

 

３　当会計期間に係る支払リース料及び減価償却費相当額

  (単位：千円)

 
前事業年度

自 平成25年２月１日
至 平成26年１月31日

当事業年度
自 平成26年２月１日
至 平成27年１月31日

支払リース料 2,005 ―

減価償却費相当額 2,005 ―
 

 

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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(金融商品関係)

　　１．金融商品の状況に関する事項

　　(1)　金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達している。一時的な余資は流動性の高い預金で

運用し、投機的な取引は行わない方針である。

　　(2)　金融商品の内容及びそのリスク

借入金は、設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されている。

　　(3)　金融商品に係るリスク管理体制

　　　　　①信用リスク(取引先の契約不履に係るリスク）の管理

営業債権については、業務部門における業務係が売掛金先を毎月モニタリングし、取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、督促等による回収懸念の早期把握や軽減を図っている。

　　　　　②市場リスク(金利等の変動リスク）の管理

借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、比較的変動の少ない基準金利にて調達している。

　　　　　③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理してい

る。

　　(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがある。

　　２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（(注２）を参照願います。）。

　　　　前事業年度(平成26年１月31日）

 
 

貸借対照表計上額 時価 差額

 (千円） (千円） (千円）

 (1)　現金及び預金 20,008 20,008 ―

 (2)　売掛金 4,572 4,572 ―

 (3)　未収入金 5,845 5,845 ―

 資産計 30,425 30,425 ―

 (1)　買掛金 346 346 ―

 (2)　1年以内返済予定の長期借入金 7,644 7,644 ―

 (3)　未払金 20,828 20,828 ―

 (4)　長期借入金 1,303,528 1,303,528 ―

 負債計 1,332,346 1,332,346 ―
 

 

EDINET提出書類

三原京覧開発　株式会社(E04676)

有価証券報告書

32/48



 

　　　　当事業年度(平成27年１月31日）

 
 

貸借対照表計上額 時価 差額

 (千円） (千円） (千円）

 (1)　現金及び預金 38,386 38,386 ―

 (2)　売掛金 5,974 5,974 ―

 (3)　未収入金 6,467 6,467 ―

 資産計 50,827 50,827 ―

 (1)　買掛金 364 364 ―

 (2)　1年以内返済予定の長期借入金 5,580 5,580 ―

 (3)　未払金 84,171 84,171 ―

 (4)　長期借入金 1,247,161 1,267,719 20,558

 負債計 1,337,276 1,357,834 20,558
 

 

   (注）１　金融商品の時価の算定に関する事項

　　　　　資産

　　　　　(1)現金及び資金　(2)売掛金　(3)未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっている。

 

　　　　　負債

　　　　　(1)買掛金　(2)1年以内返済予定の長期借入金　（3）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっている。

　　　　　(4)長期借入金

時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定している。

　　(注)２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額(千円）

 区分 平成26年1月31日現在 平成27年1月31日現在

 会員預り金 459,550 459,550

 役員借入金 10,000 10,000
 

会員預り金は、預託金方式会員からの預託金であり、償還時期を見積ることができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、金融商品の時価等に関する事項には含めていない。

役員借入金は、返済時期が未額定のため時価を把握することが極めて困難と認められることから金融商品の

時価等に関する事項には含めていない。

　（注）３　長期借入金（1年以内含む）及びリース債務の決算日後の返済予定額

 

　　　　前事業年度(平成26年１月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

長期借入金 7,644 193,810 183,130 183,130 179,285 564,173

リース債務 2,775 2,775 2,463 1,194 657 ―

合計 10,419 196,585 185,593 184,324 179,942 564,173
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　　　　当事業年度(平成27年１月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

長期借入金 5,580 171,363 205,819 189,637 155,989 524,353

リース債務 2,775 2,462 1,088 585 ― 　　　　　―

合計 8,355 173,825 206,907 190,222 155,989 524,353
 

(有価証券関係)

当社は有価証券等を所有しておりませんので該当事項はありません。

 

(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前事業年度（自　平成25年2月1日　至　平成26年1月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。

 

２　退職給付債務に関する事項

 

 前事業年度(千円)

イ　退職給付債務 8,072

ロ　会計基準変更時差異の未処理額 0

ハ　退職給付引当金(イ＋ロ) 8,072
 

(注)　当社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用している。

 

３　退職給付費用に関する事項

 

 前事業年度(千円)

イ　勤務費用 2,734

ロ　会計基準変更時差異 ―

ハ　退職給付費用(イ＋ロ) 2,734
 

(注)　当社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しているため、当期の退職給付費用は勤務費用により計上

している。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 

 前事業年度

イ　会計基準変更時差異の処理年数 ―年
 

 

当事業年度（自　平成26年2月1日　至　平成27年1月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しており、退職給付として、給与と勤

務期間に基づいた一時金を支給しております。

　　　なお、退職給付引当金及び退職給付費用は簡便法により計算しております。

 
２　簡便法を適用した確定給付制度

　（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　退職給付引当金の期首残高 8,072千円

　　　　退職給付費用 978千円

　　　　退職給付の支払額 △268千円

　　　　制度への拠出額 ―　千円

　　　退職給付引当金の期末残高 8,782千円
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　（２）退職給付債務及び年金資金の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

　　　積立金制度の退職給付債務 ―　千円

　　　年金資産 ―　千円

 ―　千円

　　　非積立型制度の退職給付債務 8,782千円

　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8,782千円

　　　　  

　　　退職給付引当金 8,782千円

　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8,782千円
 

 
　（３）退職給付費用

　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 978千円

 
 
３　確定拠出制度

　　　該当ありません。

 
(ストック・オプション等関係)

当社はストック・オプション等は行っておりませんので該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰越税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

平成26年１月31日
当事業年度

平成27年１月31日

過年度減価償却不足に係る限度超
過額

114,225千円 114,224千円

退職給付引当金 2,955千円 3,172千円

繰越欠損金控除見込額 18,652千円 17,975千円

その他 736千円 809千円

繰越税金資産小計 136,568千円 136,180千円

評価性引当額 △71,160千円 △114,224千円

繰越税金資産合計 65,408千円 21,956千円
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差があるときの当該差異の原因となった主な

項目別の内訳

 
前事業年度

(平成26年１月31日)

当事業年度

(平成27年１月31日)

法定実効税率 38.94％ ―％

（調整）     
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.45％ ―％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.00％ ―％

住民税均等割等 12.50％ ―％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― ― 
繰越欠損金の利用 -29.01％ ―％

その他 74.00％ ―％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 96.88％ ―％
 

　（注）当事業年度は、税引前当期純損失のため記載を省略しております。

 
３　平成26年3月31日に公布された「所得税法等の一部を改正する法律」（法律第10号）により、復興特別法人税が前倒

しで廃止されることになったため、平成28年1月期まで38.94%の法定実効税率が適用される予定でしたが、平成27年

1月期までとなり、平成28年1月期からは36.61%に変更されることになりました。この変更により、平成27年1月期末

において、平成28年1月期中に解消予定の一時差異にかかる税効果が影響を受けますが、その額は軽微であると見込

まれます。

 
４．決算日後における法人税等の税率の変更

　　平成27年3月31日に「所得税法等の一部を改正する法律（平成27年法律第九号）」が公布され、平成27年4月1日以

後　　　　　　　　開始する事業年度より法人税率の引き下げ、及び事業税率が段階的に引き下げられることとな

りました。

　　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は、平成28年2月1日以降開始する事業年度に

おいて解消が見込まれる一時差異等については38.0％から33.9％に変更されます。変更後の法定実効税率を当事業

年度末で適用した場合、繰延税金資産が2百万円減少し、法人税等調整額が同額増加します。

 
(持分法損益等)

該当事項はありません。

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、ゴルフ場の経営及びこれに付帯する業務を営む単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【関連情報】

　前事業年度(自　平成25年２月１日　至　平成26年１月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

      (千円）

 
ラウンドフィー 売店収入 食堂収入

会員年会費
その他の収入 合計

 等収入

外部顧客への
216,587 4,795 59,136 25,097 1,775 307,390

売上高

       
 

２　地域ごとの情報

　　(1)　売上高

損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

　(2)　有形固定資産

貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略しております。

 

　当事業年度(自　平成26年２月１日　至　平成27年１月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

      (千円）

 
ラウンドフィー 売店収入 食堂収入

会員年会費
その他の収入 合計

 等収入

外部顧客への
207,245 4,014 58,995 23,522 1,426 295,202

売上高

       
 

２　地域ごとの情報

　　(1)　売上高

損益計算書の売上高は、すべて本邦の外部顧客への売上高のため、記載を省略しております。

　(2)　有形固定資産

貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在している有形固定資産のため、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　 該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１　関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　当社には親会社等はありません

 

(2) 財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　当社には子会社等はありません

 

(3) 財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　当社には子会社等はありません

 

(4) 財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

 

　　　該当事項はありません。

 

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　当社には親会社等はありません

 

(１株当たり情報)

 

前事業年度
自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日

当事業年度
自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日

１株当たり純資産額 　155,103円20銭
 

 

１株当たり純資産額 　150,772円01銭
 

 

１株当たり当期純利益 　21円63銭
 

 

１株当たり当期純損失（△） 　△4,331円18銭
 

 

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。　

２　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。
 

項目
前事業年度

自　平成25年２月１日
至　平成26年１月31日

当事業年度
自　平成26年２月１日
至　平成27年１月31日

当期純利益又は当期純損失（△）(千円) 244 △48,834

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
(千円)

244 △48,834

期中平均株式数(株) 11,275 11,275
 

 

 

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

当社は有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引
当期末残高
(千円)

有形固定資産        

　建物 659,844 ― ― 659,844 557,098 6,874 102,746

　構築物 2,058,519 ― ― 2,058,519 1,831,449 17,494 227,070

　機械及び装置 57,850 ―　 ― 57,850 56,303 529 1,547

　車両運搬具 15,759 135 ― 15,894 15,847 114 47

　工具器具備品 63,838 ― ― 63,838 63,065 79 773

　コース 2,273,515 ― ― 2,273,515 ― ― 2,273,515

　土地 856,119 ― ― 856,119 ― ― 856,119

　立木 25,250 ― ― 25,250 ― ― 25,250

リース資産 14,640 ― ―　　 14,640 8,060 2,643 6,580

有形固定資産計 6,025,334 135 ― 6,025,469 2,531,822 27,733 3,493,647

無形固定資産        

　電話加入権 436 ― ― 436 ― ― 436

無形固定資産計 436 ― ― 436 ― ― 436

長期前払費用 1,783 ― 1,783 0 ― ― 0
 

 

【社債明細表】

該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率 返済期限 適用

短期借入金 ― ― ― ―  

１年以内に返済予定の長期借入金 7,644 5,580 　1.5％ ―  

１年以内に返済予定のリース債務 2,775 2,775 ― ―  

長期借入金
(１年以内返済予定のものを除く)

1,303,528 1,247,161 　1.5％ 平成35年3月
使途・運転資金
担保・土地

リース債務
(１年以内返済予定のものを除く)

7,089 4,135 ― 平成30年10月  

役員借入金 10,000 10,000 　2.0％ ―  

その他有利子負債 ― ― ― ―  

合計 1,321,172 1,262,741 ― ―  
 

(注) １　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、リース債務につい

ては、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借対照表に計上しているた

め、平均利率を記載しておりません。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後の返済予定額は以下のとおりであります。
 

 
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

長期借入金返済予定
(１年以内返済予定のものを除く)

171,363千円 205,819千円 189,637千円 155,989千円
 

 

【引当金明細表】

 

区分
期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

期末残高
(千円)

貸倒引当金 2,010 200 ― ― 2,210
 

 

【資産除去債務明細表】

　　　該当事項はありません。
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(2) 【主な資産・負債及び収支の内容】

平成27年１月31日現在の貸借対照表の主な科目の内容は次のとおりです。

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 2,675

普通預金 35,211

定期積金 500

合計 38,386
 

ロ　売掛金

摘要 金額(千円)

㈱ＪＣＢ 2,000

ＤＣカード㈱ 1,988

三井住友カード㈱ 822

ＵＣカード㈱ 357

三菱ＵＦＪニコス㈱ 211

その他 596

合計 5,974

  
 

　　　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高 当期発生高 当期回収高 当期末残高 回収率（％） 滞留期間（日）

（千円） （千円） （千円） （千円）   （Ａ）＋（Ｄ）

    （Ｃ）
×100

2

    (A)+（B) （Ｂ）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）   365

4,572 119,503 118,101 5,974 95.2 16.1
 

ハ　未収関係

科目 摘要 金額(千円) 合計(千円)

未収年会費 個人年会費 5,950
6,467

 法人年会費 517
 

②　流動負債

イ　買掛金

摘要 金額(千円)

㈲ナイスウェア 364

合計 364
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ロ　未払関係

 

科目 摘要 金額(千円) 合計(千円)

未払金 信用保証協会 56,261  

 預託金 16,800  

 中銀リース 2,775  

 食堂食材費 1,819  

 その他 6,516 84,171

未払費用 労務費(１／16～１／31) 3,342  

 その他 716 4,058
 

 

ハ　預り金

 

摘要 金額(千円)

尾三地域事務所(ゴルフ場利用税) 1,211

広島県ゴルフクラブ連盟(ゴルフ募金) 255

その他4件 225

合計 1,691
 

 

③　固定負債

イ　会員預り金

 

借入先 件数 金額(千円)

第一次会員 86 209,000

第二次会員 11 47,150

第三次会員 28 135,000

第四次会員 6 30,000

第八次会員 11 38,400

合計 459,550
 

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ２月１日から１月31日

定時株主総会 ４月中

基準日 １月31日

株券の種類 １株券　５株券

剰余金の配当の基準日 定めなし

一単元の株式数 ―

株主の名義書換  

　　取扱場所 本店

　　株主名簿管理人 なし

　　取次所 なし

　　名義書換手数料 315,000-

　　新株交付手数料 無料

単元未満株式の買取  

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取 ―

　　手数料 ―

公告掲載新聞名 中国新聞

株主に対する特典 新株５株につき１口のゴルフプレイ権
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しています。

 

(1)

 

有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第41期)

自　平成25年2月1日

至　平成26年1月31日

平成26年4月30日

中国財務局長に提出

(2)

 

臨時報告書

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項
第9号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時
報告書

平成26年5月22日

中国財務局長に提出

(3)
有価証券報告書の

訂正報告書

事業年度

(第41期)

自　平成25年2月1日

至　平成26年1月31日

平成26年5月27日

中国財務局長に提出

(4)

 

半期報告書

　

(第42期中)

 

自　平成26年2月1日

至　平成26年7月31日

平成26年10月28日

中国財務局長に提出

(5)
半期報告書の

訂正報告書

(第42期中)

 

自　平成26年2月1日

至　平成26年7月31日

平成26年11月18日

中国財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成27年4月21日

三原京覧開発株式会社

取締役会　御中

小西・浅田公認会計士共同事務所
 

 

  公認会計士　　浅　　田　　勝　　彦　　㊞
 

 

私は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三原京

覧開発株式会社の平成26年2月1日から平成27年１月31日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

私の責任は、私が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。私は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私に財務諸表に重要な

虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて

いる。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、私の

判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表

監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、私は、リスク評価の実施に際して、状

況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監

査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

私は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三原京覧開発株

式会社の平成27年1月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、金融機関からの借入金や預託金の残高が高水準であることか

ら、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注

記に掲載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は反映され

ていない。

　当該事項は、私の意見に影響を及ぼすものではない。

 

 
利害関係

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

EDINET提出書類

三原京覧開発　株式会社(E04676)

有価証券報告書

47/48



 

(注)１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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